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交換等）に努めることを内容とする協定を締結している例がある（福岡県久留

米市、兵庫県内の各市など）。自然災害はいつ発生するか分からないという特性

から、速やかに協定を締結する必要があることから、佐世保市（防災危機管理

局）が主体となって、積極的に、速やかに協定締結を進めるべきである。 

 また、他の分野のサービスの点でも被災住民の支援に資する協定があり得る

ので、速やかに調査研究の上で、協定締結を進めるべきである。 

 

２ 佐世保市消防局の職務分掌と財務内容 

（１）佐世保市消防局について  

佐世保市消防局は、火災の予防、警戒及び鎮圧をはじめ各種事故等に

おける救助、救急業務を担当するが、防災・減災に関する施策においても

役割を担っている。             

（２）組織構成 

佐世保市消防局の組織構成は以下の通りである。 
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 また、職員の定数・実数は以下の通りである。 
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（３）財政状況 

ア 歳入 

２０２３（令和５）年度の歳入は以下の通りである。 
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イ 歳出 

２０２３（令和５）年度の歳出は以下の通りである。 
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第５章 佐世保市における具体的な取り組み 

 

第１ 災害予防計画 

 

１ 水害予防計画 

（１）河川等の予防対策計画 

河川等の水害予防として、次のような対策を実施する。 

ア 治水整備 

（ア）河川 

洪水、はん濫等の防止のため、準用河川及び普通河川の改良を行う。

また、二級河川についても、県の計画に協力し整備を促進する。 

佐世保市における具体的な取り組みとして、市が管理する河川 

（準用河川及び普通河川）において、未整備護岸の整備及び護岸の嵩

上げ、補修、河川内の浚渫や樹木の伐採等の維持管理を行っている。

２０２３（（令和５）年度おいては、未整備護岸の整備について、１４

箇所、嵩上げや護岸の補修などについて、８２箇所を実施している。 

なお、二級河川については、整備や維持管理などに対して地元から

要望や意見等があった際には、県に問い合わせ等を行うなどの対応

を行っているものの、改良状況の内容については、県の事業であり市

は詳細の把握していないとのことであった。 

 

【意見】 

二級河川の整備や維持管理が長崎県の事業であり、佐世保市が整備作業を行

わないとしても、河川の状況は近隣住民にとって重要な関心事であるから、佐

世保市としては、随時の問合せにとどまらず、定期的に整備状況等の情報は取

得しておくべきであり、取得した情報や資料は適切に整理（・保管すべきである。
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取り急ぎ、長崎県に対して、定期的な情報提供の申し入れは行うべきである。 

 

（イ）水路 

市街地等の出水を防止するため、都市下水路及び雨水渠（（公共下水

道）を整備する。また、公簿上の水路及び側溝等についても、整備を

促進する。 

佐世保市における具体的な取り組みとして、水道局からの受託事

業として、公共下水道事業認可区域内の雨水による浸水被害防止の

ため、雨水渠事業として設計や工事発注、関係者との調整を実施して

いる。 

２０２３（（令和５年）度においては、雨水渠（（暗渠）の点検調査な

ど２件を実施している。 

ａ 実施状況 

佐世保市が実施した今福川３号暗渠改良工事の内容は以下の通

りである。 
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ｂ 開発 

佐世保市は土地開発や宅地造成等による流出量の増大は、河川や

既存排水施設に大きな負荷が生じるおそれがあるので、充分な指

導（・監理を行うこととしているが、具体的な指導（・監理の実績は無

い。 

イ 河川環境の整備 

（ア）維持 

佐世保市は、河川を適切に監視し、流水を阻害する川底の泥や草木

は浚渫や除草を行い、その機能維持を図っている。 

佐世保市における具体的な取り組みとしては、準用河川（２３河川）

は年に１回、普通河川（７３８河川）は複数年にかけて、河川巡視を

行っている。巡視や地元通報によって把握した河川内の土砂堆積や樹
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木の繁茂については、浚渫や伐採を行っている。２０２３（令和５）

年においては、浚渫や伐採など３４箇所実施している。 

 

【意見】 

 台風・豪雨により河川が氾濫等をする危険性は一般市民について重要な関心

事であるから、準用河川や普通河川の巡視結果や伐採等の対応結果は、定期的

に佐世保市のホームページなどで公表すべきである。 

 

【意見】 

 浚渫や伐採の必要箇所を把握するためには、市役所職員の巡視だけでは不十

分である。佐世保市から周辺自治会などに積極的に情報提供を求める体制作り

が必要である。 

 

（イ）補修 

佐世保市は、護岸等の河川管理施設が損傷した場合、迅速に補修を

行っている。また、施設の補強を要する場合は、速やかに処理をする

よう心がけている。 

佐世保市における具体的な取り組みとして、大雨などにより被災

した河川については、災害復旧工事として護岸の復旧や埋そく土除去

など実施している。２０２３（令和５）年度においては、牧の地河川

災害として１箇所、その他河川として１０箇所の災害復旧工事を行っ

ている。河川管理施設の補強については、暗渠の点検によって判明し

た老朽化箇所の補修を実施している。また、２０２３（令和５年）度

においては、１暗渠の補修を実施している（上記今福川３号暗渠改良

工事参照）。 

（ウ）管理 
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佐世保市は、河川敷に設置された工作物については、許可の要件及

び機能を監視し、適切な指導・監理を行うこととしている。 

ウ（ 洪水ハザードマップ 

（ア）概要 

洪水ハザードマップ(洪水避難地図)とは、想定される最大規模の

降雨により河川が増水し堤防が決壊または越水した場合の浸水予想

結果に基づいて、浸水想定範囲やその深さ、各地区の避難場所などを

示した地図をいう。 

２０１５（（平成２７）年の水防法改正を受けて長崎県が実施した洪

水浸水想定区域の指定に基づき、佐世保市では、地元地域協議会、警

察、消防等関係各機関からなる洪水ハザードマップ作成協議会を組

織・開催し、洪水ハザードマップを作成・配布している。 

佐世保市では、相浦川、宮村川、江迎川、佐世保川、早岐川（・小森

川、佐々川、樋口川、日宇川水系、を対象として洪水ハザードマップ

が 作 成 さ れ て お り 、 佐 世 保 市 Ｈ Ｐ に お い て 公 開 さ れ て い る

（https://www.city.sasebo.lg.jp/doboku/kasenk/kozui.html）。 

（イ）根拠法令 

水防法第１５条第３項（（「浸水想定区域をその区域に含む市町村の

長は、国土交通省令で定めるところにより、市町村地域防災計画にお

いて定められた第１項各号に掲げる事項を住民、滞在者その他の者

（同法第１５条の１１において（「住民等」という。）に周知させるた

め、これらの事項（（次の各号に掲げる区域をその区域に含む市町村に

あつては、それぞれ当該各号に定める事項を含む。）を記載した印刷

物の配布その他の必要な措置を講じなければならない。 

（ウ）作成指針等 

 洪水ハザードマップは、国土交通省水管理・国土保全局が作成し
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た「水害ハザードマップ作成の手引き（令和５年５月）」に基づき作

成されている。 

（エ）作成協議会の開催状況 

近年における、洪水ハザードマップ作成協議会の実施状況は以下

のとおりである。なお、協議会はいずれも、地区自治協議会、佐世保

市消防団、警察、消防局、各関係支所、長崎県河川課、防災危機管理

局、佐世保市河川課等の関係各機関から構成されている。 
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（オ）印刷物の配布状況等 

洪水ハザードマップは、作成した河川周辺地区の各町内会を通じ

て周辺の各世帯に配布をしているほか、関係機関（警察、消防、用配

慮者施設関係部局等）に配布をしている（相浦川１万５３２９部、宮

村川１５９６部、江迎川４４５６部、佐世保川１万７７６７部、早岐・

洪水ハザードマップ作成協議会開催一覧

河川名 内容 日時 開催場所

第1回協議会 H29.12.12 中里皆瀬地区公民館

〃 H29.12.13 佐世保市役所　相浦支所

第2回協議会 H30.1.24 中里皆瀬地区公民館

〃 H30.1.22 佐世保市役所　相浦支所

第3回協議会 H30.2.19 中里皆瀬地区公民館

〃 H30.2.19 佐世保市役所　相浦支所

第1回協議会 R1.7.16 宮地区公民館

第2回協議会 R1.8.21 〃

第3回協議会 R1.9.18 〃

第1回協議会 R1.9.3 佐世保市役所　江迎支所

第2回協議会 R1.10.8 〃

第3回協議会 R1.11.21 〃

第1回協議会 R3.6.17 北地区コミュニティーセンター

〃 R3.10.12 中部地区コミュニティーセンター

〃 R3.10.26 清水地区コミュニティーセンター

第2回協議会 R3.11.18 北地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.15 中部地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.24 清水地区コミュニティーセンター

第3回協議会 R3.12.16 北地区コミュニティーセンター

〃 R3.12.16 中部地区コミュニティーセンター

〃 R3.12.23 清水地区コミュニティーセンター

第1回協議会 R3.10.18 広田地区コミュニティーセンター

〃 R3.10.20 早岐地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.5 三川内地区コミュニティーセンター

第2回協議会 R3.11.29 広田地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.29 早岐地区コミュニティーセンター

〃 R3.12.1 三川内地区コミュニティーセンター

第3回協議会 R3.12.24 広田地区コミュニティーセンター

〃 R3.12.20 早岐地区コミュニティーセンター

〃 R3.12.24 三川内地区コミュニティーセンター

第1回協議会 R3.7.20 吉井地区コミュニティーセンター

〃 R3.7.28 小佐々地区コミュニティーセンター

〃 R3.8.3 世知原地区コミュニティーセンター

第2回協議会 R3.11.19 吉井地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.1 小佐々地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.9 世知原地区コミュニティーセンター

第3回協議会 R3.12.10 吉井地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.22 小佐々地区コミュニティーセンター

〃 R3.11.30 世知原地区コミュニティーセンター

第1回協議会 R4.11.30 鹿町町　加勢公民館

第2回協議会 R5.2.10 〃

第1回協議会 R4.11.14 日宇地区コミュニティーセンター

第2回協議会 R5.7.10 〃

樋口川洪水ハザードマップ（令和5年3月作成）

 日宇川水系洪水ハザードマップ（令和6年3月作成）

宮村川洪水ハザードマップ（令和2年6月作成）

江迎川洪水ハザードマップ（令和2年6月作成）

佐世保川洪水ハザードマップ（令和4年3月作成）

佐々川洪水ハザードマップ（令和4年3月作成）

早岐川・小森川洪水ハザードマップ（令和4年3月作成）

相浦川洪水ハザードマップ（平成30年6月作成）(令和3年3月更新)
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小森川１万４５５９部、佐々川５７６８部、樋口川３６７部、日宇川

水系１万００３１部）。 

 

【評価】 

洪水ハザードマップは、佐世保市のＨＰ等において、常時アクセス可能とな

っているものの、特に高齢者等災害弱者の情報格差（（デジタルデバイド）イン

ターネットやコンピュータといった情報技術へのアクセスや利用の程度によ

って生じる社会的な格差をいう。）を是正するためには、印刷物の配布が不可欠

である。佐世保市では、作成した洪水ハザードマップを関係各所に配布するの

みならず、各町内会等を通じて周辺の各世帯へ直接配布を行うなど、情報格差

是正の取り組みを積極的に行っている点は高く評価できる。今後も、高齢者等

災害弱者の情報格差是正の取り組みを継続していただきたい。 

 

エ 重要水防箇所（河川） 

重要水防箇所とは、洪水時に危険が予想され、重点的に巡視点検が必

要な箇所であり、下記重要採択基準にて重要水防区域が定められてい

る。 

（ア）県管理重要水防箇所（二級河川）・・・第１表 

 

〈重要水防区域採択基準〉 

a 計画高水規模の洪水の水位が現況の堤防を越える箇所。 

b 堤防箇所で基礎地盤の軟弱による法面崩壊や急激な沈下等によ

り決壊する危険が予想されるもの。 

c 水衝部であって洪水時に急激に基礎部が洗堀され、崩壊する危

険が予想されるもの。  

d 背後部に市街地（家屋隣接及び商工業地等）があり被害が予想さ
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れる箇所。 

e 背後地に公共施設（鉄道や主要道路等）があり被害が予想される

箇所。 

f 背後地に避難箇所や要配慮者施設があり被害が予想される箇所。 

g 出水期間中に堤防を掘削する工事個所又は仮締め切り等により

本堤に影響を及ぼす箇所。 

（イ）市町管理重要水防箇所（準用河川・ 普通河川）・・・ 第２表 

 

〈重要水防区域採択基準〉 

h 既往水害で被災した未復旧の箇所。 

i 未改修河川で過去に越水、浸食した箇所 

j 既設堤防護岸が低く時間雨量 ６０ｍｍ程度で浸水、越水の予想

される箇所。 

k 土石流の顕著な河川で河床埋没のため、破壊要素の強い箇所。 

l 水衝部であって洪水時急激に基礎部が堀削され、破壊崩壊要素

の強い箇所。 

m 河川沿いの重要道路が被災すれば交通上重大な支障をもたらす

ことが予想される箇所。 

n 改修済であるが、異常埋塞等により甚だしく川積が縮小されて

いる箇所又は、宅地開発等により状況変化の著しい箇所。 

 

オ 海岸保全施設整備事業 

（ア）高潮対策 

佐世保市は、高潮、波浪、津波の海水による災害を防除するため、

新設または改良を行っている。佐世保市における具体的な取り組み

として、以下の通り海岸施設老朽化対策事業がある。 



69 

 

ａ 整備目的 

高潮による被害から、背後地にある施設や家屋を防護するため、

施設（陸閘）の改良を図ることを目的とする事業である。改良に際

しては、施設の開口部を、コンクリートによる閉鎖、階段への改良、

門扉の設置により防護機能を確保する。 

ｂ 事業背景 

東日本大震災では、水門（・陸閘等の操作に従事していた多くの方

が多数犠牲になったこと等を踏まえ、国土交通省は海岸管理者等に

対して災害発生時に現場操作員の安全を確保しつつ迅速に適切な

操作（（開閉）できる施設を整備する等、海岸保全施設の防災（・減災

機能の強化が進められている（（海岸法の一部を改正する法律（（２０

１４（平成２６）年６月））。 

ｃ 整備方針 

当該施設開口部（（既設角落し箇所）は、高度経済成長期に集中的

に整備された施設であり、老朽化による施設の損傷や羽目板等の劣

化により防護機能が著しく低下しているため、早急な対策が必要で

ある。そのため、佐世保市は施設利用者にヒアリングを行い、コン

クリートによる閉鎖をすすめて施設数の減少を図り、施設利用が必

要な箇所には緊急時に短時間で簡易に操作できる鋼製ゲートを検

討するなど、以下のような対応をしている。 

（ａ）施設利用者が存在しない場合 

高潮時の背後地の防護や転落事故の危険性がある開口部をコ

ンクリート施行により完全に閉鎖しその危険性を除去すると共

に施設数を減少させる。 

（ｂ）施設利用者が存在する場合 

施設利用者が存在するもののその利用が頻繁ではない箇所に
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ついては、コンクリート階段式の施行によって該当箇所を完全に

閉鎖しその危険性を除去すると共に施設数を減少させる。 

施設利用者が存在し、その利用が頻繁で船舶等が係留してある

場合には、その形状に合わせて、鋼鉄製門扉（（片開式ゲートもし

くは引戸式ゲート）又は角落としを設置し、該当箇所の安全性と

利便性を確保する。 
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【評価】 

海岸施設老朽化対策事業の実施において、画一的な処理を施すのではなく、

該当施設の利用状況等のヒアリングを行った上で利用状況に適切な施行方法

を選択しているのみならず、利用実態が無い施設を完全に閉鎖するなど、安全

性のみならず経済性にも配慮をしている点は評価することができる。 

 

（イ）浸食対策 

佐世保市は、波浪による海岸の浸食または災害を防除するため、新

設または改良を行っている。佐世保市における具体的な取り組みは

以下の通りである。 

ａ 鹿子前地区海岸侵食対策事業 

（ａ）事業の目的 

鹿子前地区海岸は、佐世保市内では数少ない砂浜を有する海岸

であり、１９６４（昭和３９）年から海水浴場として市民に親し

まれてきた。しかし、波による海浜及び護岸の浸食が激しく、海



72 

 

岸の保全および市民の利活用にも支障をきたしていることから、

老朽化と浸食により損傷が激しい護岸を改良し、抜本的な浸食対

策と安全な浸水空間の確保を目的とし、海岸環境整備を行うもの

である。 

（ｂ）海岸利用の経緯 

佐世保市における海岸利用の経緯は以下の通りである。 

 

・１９６３（昭和３８）年 

永久海面使用同意（佐世保・相浦漁協→市長） 

  ・１９６４（昭和３９）年 

     海水浴場運営を開始（観光協会） 

  ・１９８８（昭和６３）年 

     海水浴場の維持管理を佐世保市（観光部局）に移行 

  ・２００７（平成１９）年 

     死亡事故発生（１件） 

  ・２００９（平成２１）年 

     管理運営を「させぼパール・シー」へ委託する。 

     死亡事故発生（１件） 

  ・２０１２（平成２４）年 

     遊泳禁止 

＊鹿子前海水浴場利用者数（７/２０～８/２０） 

２００９（平成２１）年  ２９３４人 

２０１０（平成２２）年  ３１３４人 

２０１１（平成２３）年  ４１９２人 

 

（ｃ）事業の概要 
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事業の概要は以下の通りである。 

 

事業期間  ２０１２（（平成２４）年度～２０２０（（令和２）

年度 

事業内容  離岸堤整備、離岸整備、養浜 

（ウ）局部改良 

佐世保市は、事業規模が小さい箇所において、原則として単年度に

完成し早急に事業の効果を発揮することを目的として、新設または

改良を行っている。 

ａ 事業規模の判断基準 

局部改良の対象となる「事業規模が小さい箇所」とは、「港湾海

岸に係る海岸メンテナンス事業実施要綱」に定める補助金交付基準

に満たないものをいう。 

ｂ 実施状況・局部改良工事例 

局部改良の実施状況は下記表のとおりである。 
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また、局部改良工事例は以下の通りである。 

 

 

 

（エ）重要水防区域（海岸）・・・ 第３表  

重要水防区域（海岸）は、水防法第８条１項（「都道府県の水防計

画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、都道府県に

都道府県水防協議会を置くことができる。」）に基づき設置された長

崎県水防協議会が、佐世保市から提供された資料に基づき決定して

いる。 

２０２４（令和６）年度の長崎県水防協議会の構成員は以下のとお

りである。なお、佐世保市より提出を受けた資料のうち、会員名につ

いてはマスキングを行っている。 
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重要水防区域は以下の（「重要水防区域採択基準」に基づき決定され

る。 
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             記 

〈重要水防区域採択基準〉  

① 既往の波浪で被災した未復旧の箇所。  

② 未改修海岸で、過去に波浪のため越波浸水した箇所。  

③ 既設海岸堤防護岸が低く時間風速１５ｍ／ｓ程度で越波浸水

する箇所。 

④ 浸食の顕著な海岸で、急激に基礎部が洗掘され施設が崩壊する

予想のある箇所。 

⑤ 海岸沿いの重要道路が、越波により洗掘され交通上重大な支障

を及ぼすと予想される箇所。  

⑥ 河口部で高潮により人家、公共施設に大きい被害が予想される 

箇所。 

 

【指摘】 

重要水防区域は、洪水等の災害が発生した場合、溢水、浸水、決壊等甚大な

被害が想定される区域である。選定過程に係る資料(議事録等)は、責任の所在

を明らかにすることは勿論の事、重要水防区域の選定方法等について事後的な

検証を行うために不可欠なものであるから、協議会の開催後には必ず佐世保市

として議事録を取得すべきである。また、これらの資料は「文書」（佐世保市文

書規程第３条第１号）に該当するところ、「紙文書は常に整然と分類し、必要な

ときに直ちに取り出せるように整理するとともに、紛失、盗難等を防止しなけ

ればならない」「電子文書を構成する電磁的記録は常に整然と分類し、必要なと

きに直ちに検索できるように整理するとともに、漏洩、誤消去等を防止しなけ

ればならない」（同規程第２９条）とされている。かかる重要な資料については、

所轄部署において適切な管理が必須であるから、問題点の検証・対策を検討さ

れたい。 
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（２）耕地等の予防対策計画 

ア 老朽化溜池の補強等 

佐世保市は老朽化した溜池の補強として、次のような対策を推進し

ている。 

 

① 堤体の補強を行う。 

② 貯水量の増加のため余水吐口を板又は土俵をもって断面を縮小

している箇所は、これの排除と併せて余水吐の整備を行う。 

③ 余水吐の能力及び洪水面上の余裕高について検討する。 

④ 斜樋及び底樋管の整備を行う。 

⑤ 放水路部分の補修を行う。 

 

また、佐世保市は、防災重点農業用溜池の劣化状況評価を行っている。

劣化状況評価とは、堤体、洪水吐、斜樋低樋等の健全度判定を行うもの

である。防災重点農業用ため池９４箇所のうち、２０２２（令和４）年

度に３０箇所の点検を行い、２０２３（令和５）年度には、２０２２（令

和４）年度とは異なるため池を対象に劣化状況評価を行った。結果は以

下の通りである。 

 

① ２０２２（令和４）年度 

劣化状況評価 ３０箇所 

調査結果 健全：１５箇所 健全でない：１５箇所 

② ２０２３（令和５）年度 

劣化状況評価 ３０箇所 

調査結果 健全：１５箇所 健全でない：１５箇所 
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２０２３（（令和５）年度までの防災工事等（（廃止工事を含む）の取り

組みについては、長崎県において防災工事（全面改修）４箇所が完了

（３箇所施行中）しており、佐世保市においては、ため池廃止測量実施

設計２箇所が完了している。 

防災工事の実施については、地元調整（（予算確保）→予備調査（（測量、

設計、ボーリング調査等）→事業計画策定（（地元関係者の同意書徴収）

→採択申請→交付申請（（交付決定）→実施設計→防災工事、という過程

を経る必要があり、工事完成までおよそ８年の歳月を要することから、

健全でないと判定を受けた防災重点農業用ため池については、防災工

事等（（廃止を含む）を集中的かつ計画的に行うべく事業の推進を図って

いる。 

そのほか、ため池管理者（（地元）が発注する工事費の約７０％を佐世

保市が補助する（「干がい恒久対策事業補助金」制度にて工事費の助成を

行っている。同制度のもと、２０２３（（令和５）年度までにため池１８

箇所の改修工事が完了している。 

イ 潮遊池周辺の施設補強 

佐世保市は、潮遊池周辺の施設補強として、下記対策を推進すること 

としているが、具体的な実績は無い。 

 

① 樋門等施設の補修を行う。 

② 老朽化した招扉の取換えを促進する。 

 

ウ ため池ハザードマップ 

（ア）概要 

ため池ハザードマップとは、ため池が決壊した場合にどこまで浸

水するのか、どこに避難場所があるのか、緊急時の連絡先はどこか等
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を記載した地図をいう。 

佐世保市では、自治会長、公民館長等地域住民を含めたワークショ

ップを開催した上で、ため池ハザードマップを作成している。 

佐世保市では、宮地区、針尾地区、三川内地区、江上地区、早岐地

区、本庁管内、大野地区、中里・皆瀬地区、柚木地区、世知原地区、

相浦地区、小佐々地区、吉井地区、鹿町地区、江迎地区、宇久地区を

対象としてため池ハザードマップが作成されており、佐世保市ＨＰ

において公開されている。 

（ https://www.city.sasebo.lg.jp/nourinsuisan/nousei/tameikepanh

uretto.html）。 

（イ）根拠法令 

「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」に基づき作成され

ている。なお、作成指針としては、「ため池ハザードマップ作成の手

引き（農林水産省）」が存在する。 

（ウ）作成協議会 

佐世保市では、ため池ハザードマップ作成に際して協議会は開催

していないものの、自治会長、公民館長、町内会長、支所長、ため池

管理者等を構成員とするワークショップを最寄りの公民館等で開催

し、地域住民の意見を反映させると共に、防災意識の向上を図ってい

る。 

（エ）印刷物の配布状況等 

ため池ハザードマップの印刷物を、自治協議会の事務所、佐世保市

の各支所、各関係町内会の公民館、ため池管理者の自宅（水利組合へ

配布を希望する冊数を配布）、町内会長（町内によっては、配布を希

望す冊数を配布）している。 

事務所・公民館・支所等に配布する際には、Ａ１サイズの印刷物を
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配布し、地域住民が確認することができるよう掲示を行っている。た

め池管理者や市民に対する配布又は閲覧に供する際には、Ａ３サイ

ズで配布を行っている。配布状況については、各ため池の周辺状況に

よって異なるものの、概ね３０枚程度を配布している。 

 

【意見】 

 佐世保市では、ため池ハザードマップ作成に際して協議会は開催していない

とのことであるが、内容の妥当性、作成プロセスの透明性・適切性を確保する

ためには、地域住民や関係機関、有識者などによる協議会を設置すべきであり、

すみやかに設置に向けた準備を始めるべきである。また、協議会を設置するに

あたっては、規則・手続きの整備や議事録等の資料の管理・保管など、細部に

至るまで検討して頂きたい。 

 

２ 地震災害予防に関する計画 

（１）地震被害の想定と課題 

ア 地震被害の想定 

「長崎県地震等防災アセスメント調査報告書」（２００６（平成１８）

年３月）によれば、長崎県地震発生想定検討委員会が検討した『県内に

被害を及ぼす地震の震源』として想定される活断層は以下のとおりで

ある。 
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また、上記活断層の位置図は以下のとおりである。 
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上記の結果を受け、県内の地震災害の危険区域及び地域の災害特性

に関して、専門的及び技術的な評価を行うために「長崎県地震等防災

アセスメント調査委員会」が設置され、地震災害による物的・人的被

害等について審議された。本市における地震の被害予測は、以下のと

おりである。 
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また、活断層が確認されていない場所での震度予測を行うため、本市

直下でＭ６．９（震源断層上端の深さ３ｋｍ）の地震を想定しており、

その場合、最大で震度６強が予測されている。この場合の地震の被害予

測は以下のとおりである。 

 

 

また、２０１１（平成２３）年３月１１日に「東北地方太平洋沖地震

（東日本大震災）」が発生したことを受けて、長崎県では「長崎県地域

防災計画見直し検討委員会」を設置し、近い将来発生することが懸念さ

れている東海地震、東南海地震、南海地震、日向灘地震が連動する海溝

型地震（以下「４連動の地震」という。）を中心に、地震津波が本県に

どのような影響を与えるか検討を行い、２０１２（平成２４）年４月、

「海溝型地震津波想定に関する報告書」を提出した。 

ここでは、津波予測解析を行い、堤防等施設が機能する場合・機能し

ない場合に分けて、被害予測がなされている。被害予測の詳細は第１～

４表のとおりである。 
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